
 
 

 学校施設のＺＥＢ化の推進に向け、具体的なＺＥＢ化実現手法やその推進方策等につ

いて、この度、とりまとめたので通知します。 
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「2050 年カーボンニュートラルの実現に資する学校施設のＺＥＢ化の推進について 

―既存学校施設における快適で健康的な環境づくりと脱炭素化に向けて―」報告書 

について（通知） 

 

政府は 2050 年までに温室効果ガスの排出量を全体としてゼロにする、すなわち「2050 年

カーボンニュートラル」を目指すことを宣言しました。それらの実現に向けて、令和３年 10

月に改訂された地球温暖化対策計画等において、建築物のＺＥＢ化や計画的な省エネルギー

改修の実施等について示されており、特に地方公共団体は、率先した取組が求められていま

す。 

また、地方公共団体が保有する非住宅建築物の約４割が教育施設※であり、公立小中学校施

設の約４割が築４０年以上を経過し老朽化していることから、既存学校施設を含めた学校施

設における率先したＺＥＢ化の推進が求められています。 

このため、文部科学省では、令和４年７月から「学校施設の在り方に関する調査研究協力

者会議」（主査：荒瀬克己 独立行政法人教職員支援機構理事長）の下に「学校施設の脱炭素

化に関するワーキンググループ（座長：伊香賀俊治 慶應義塾大学理工学部教授」を設置し、

学校施設におけるＺＥＢ化実現手法や、学校施設のＺＥＢ化の推進方策等について検討を行

い、その内容を報告書として取りまとめました。 

本報告では、①快適で健康的な室内温熱環境の確保、②学校施設の環境教育への活用、③

建物のライフサイクル全体を通じたＣＯ２排出量の削減、④災害時の利用も見据えた防災機能



 
 

強化といった学校施設のＺＥＢ化推進の４つの基本的な考え方を示すとともに、既存学校施

設のＺＥＢ化シミュレーションや域内の学校施設のＺＥＢ化の計画的な推進方策等を提示し

ています。 

各学校設置者においては、本報告を参考としつつ、環境部局などの関係部局からの協力を

得ながら、学校施設のＺＥＢ化に計画的に取り組んでいただくようお願いします。 

また、学校施設のＺＥＢ化の整備に当たっては、長寿命化改修等の老朽化対策などの整備

と併せて実施することも視野に入れ、御検討いただくようお願いします。 

このことについて、各都道府県においては、域内の市町村教育委員会等に対して、各都道

府県においては、所轄の学校法人等に対して周知するようお願いします。 

なお、学校施設のＺＥＢ化に取り組むに当たり、教育委員会と環境担当部局等との連携の

強化を要請する事務連絡を環境省との連名で発出することを予定していることを申し添えま

す。 

 
※教育施設：国土交通省「建築物ストック統計の公表について」（平成 30 年９月）においては、教育施設とは、公立幼稚園、公

立小学校、公立中学校及び公立高等学校としている。 

 

（別添） 

「2050 年カーボンニュートラルの実現に資する学校施設の ZEB 化の推進について」（概要） 

 

※本報告書本文については、下記 HP に掲載しています。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/044/toushin/1414523_00006.htm 
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